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１．２４年３月期の連結業績（平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日） 

（１）連結経営成績                    記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期純利 益 

 

２４年３月期 

２３年３月期 

百万円       ％ 

２２,７２２（△ 1.8） 

２３,１３４（ 11.7） 

百万円         ％

３３ ( △ 46.4）

６３ ( △ 10.1）

百万円         ％ 

９５（  469.4） 

１６（ △78.1） 

百万円     ％

３５（ △65.9）

１０４（ 107.0）

（注）包括利益 ２４年３月期 ５７百万円（28.3％） ２３年３月期 ４４百万円（△56.9％） 

 １株当たり  
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

自 己 資 本

当 期 純 利 益 率

総 資 産 

経 常 利 益 率 

売 上 高

経 常 利 益 率

 

２４年３月期 

２３年３月期 

円 銭 

５ ９７ 

１７ ５４ 

円 銭

―   ―

  ―   ―

%

２.２

６.４

% 

１.２ 

０.２ 

%

０.４

０.１

（注）  1．持分法投資損益 ２４年３月期  ― 百万円  ２３年３月期  ― 百万円 
        2．期中平均株式数（連結）２４年３月期５,９８１,２０５株 ２３年３月期 ５,９８１,５２６株  
    3．会計処理の方法の変更  無 
    4．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
（２）連結財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 

２４年３月期 

２３年３月期 

      百万円 

８,３２８ 

７,５７２ 

      百万円

１,７４４

１,７１９

        % 

２０.１ 

２１.９ 

     円  銭

２８０ ００

２７６ ８９

（注）期末発行済株式数（連結）２４年３月期 ５,９８０,８１６株  ２３年３月期 ５,９８１,４８２株 

（３）連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ･フロー 

投資活動による 
キャッシュ･フロー 

財務活動による 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高          

 

２４年３月期 

２３年３月期 

           百万円 

１０ 

１９５ 

           百万円

△１４

１６３

           百万円 

６８ 

△３８ 

            百万円

１,１８０

１,１２７

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 ７ 社  持分法適用非連結子会社数 ― 社  持分法適用関連会社数 ― 社 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結（新規） １ 社 （除外） ― 社  持分法（新規） ― 社 （除外） ― 社 
 

２．２５年３月期の連結業績予想（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日） 

 売 上 高          経 常 利 益          当 期 純 利 益          

 

中 間 期 

通 期 

         百万円

１１,５００

２４,０００

         百万円 

４０ 

１００ 

         百万円

３０

７０

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  １１ 円  ７０ 銭 

※ 上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した値ですので、実際の決算とは異なる可能性 

 があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の３ページを参照して下さい。 
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

    当連結会計年度における我国経済は、上半期においては東日本大震災と原子力災害によるサプライチ

ェーンの混乱や電力供給の制約等、一時厳しい状況が続いたものの、その後徐々に復旧し緩やかな景気

回復の動きが見られました。 

    しかし、欧州債務危機に端を発した急激な円高の進展に伴う輸出の減速に加え、タイにおける洪水被

害による影響等により、再び厳しい状況が続きました。 

    このような経済環境下にありまして、当社グループは、「成長事業分野の取り扱い製品の拡充」及び

「海外取引の更なる拡大」を目標に掲げ、国内販路の拡大及び新市場の開拓と新規顧客の獲得に全社を

挙げて取り組みました。また、海外子会社との連携による中国や東南アジアでの海外取引の拡大及び深

耕に積極的に努めてまいりました。 

    以上の諸施策により、当社グループは売上・利益の確保に努めてまいりましたが、市場における価格

競争の激化や顧客の国内需要減少による売上の低迷等、当社グループにとりまして厳しい経営環境が続

きました。 

    この結果、当連結会計年度の売上高は、前期比２％減の２２７億２２百万円、売上総利益は、前期比

２％減の１６億６７百万円となりました。また損益面におきましては、営業利益は前期比４６％減の３

３百万円となり、経常利益は前期比４６９％増の９５百万円となりました。また、当期純利益は、前期

比６６％減の３５百万円となりました。 

    以下、報告セグメントごとに業績の概況をご報告いたします。各セグメントの売上高は、外部顧客へ

の売上高を記載しております。 

  金属事業 

当セグメントの売上高は 46 億 26 百万円、セグメント損失（営業損失）は 39 百万円となりました。 

商品別では、主力の表面処理鋼板は、ゲーム機及びタブレット型 PC 向けが、主要顧客の販売不振の影

響を受けまして低調に推移いたしました。また、全体的には建築関係需要の不振とタイにおいて発生し

ました洪水被害の影響により、主要顧客が生産減を余儀なくされ、鋼材需要が低迷いたしました。 

  電線事業 

当セグメントの売上高は 65 億 28 百万円、セグメント損失（営業損失）は 18 百万円となりました。 

商品別では、主力の遊技機及び民生用電気機器向け機器用電線は、遊技機向けは前期と同水準を維持し

ましたが、民生用電気機器向けにつきましては売上が漸減いたしました。しかし、自動車向け巻線と加

工付電線が伸長したことに加え、海外からの電池用材料及びＬＥＤ照明の輸入販売が大幅に増加いたし

ました。 

  化成品事業 

当セグメントの売上高は 60 億 51 百万円、セグメント利益（営業利益）は 61 百万円となりました。 

商品別では、主力の配線板用銅張積層板は、車載、ＬＥＤ向けが堅調に推移いたしました。また、各種

部材の輸出入の増加や機械設備等の受注等により売上が伸長いたしました。しかし、配線板の売上が遊

技機向けの不振を受け大きく減少したこと加え、半導体材料も主力用途のＰＣ向けが、スマートフォン

やタブレット型 PC に押され、売上が低調に推移いたしました。 

  海外 

当セグメントの売上高は 55 億 15 百万円、セグメント利益（営業利益）は 21 百万円となりました。 

欧州危機の影響を受け景気が減速する中、中国の内需拡大と輸出に支えられましたが、全般的には既存

品の減少が顕著となりました。一方、白物家電用は好調を継続し、また、新規としてのＬＥＤ関連が後

半立ち上がりを見せました。 
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  ②次期の見通し 

    今後の我国経済は、景気は緩やかに改善していくことが期待されているものの、輸出の伸び悩みや中

東情勢不安等による原油高、また原子力災害に起因した電力の不足等、先行きの経済情勢は未だ予断を

許さない状況が継続するものと予想されます。 

    このような経済環境下にありまして、当社は、既存の商圏を維持するとともに、収益基盤を強化する

ため、成長事業分野へ積極的に参入し、スピード感を持って事業の更なる拡大を目指してまいります。

また、従来の中国市場や東南アジア市場をこれまで以上に深耕するため、海外子会社との連携を一層強

め、グローバル展開を強力に推進するとともに、引き続き徹底した経費の削減と業務の合理化等の収益

改善施策にも取り組み、更なる業績の向上に総力を結集する所存であります。 

    次期の連結業績につきましては、売上高２４,０００百万円、経常利益１００百万円、当期純利益 

７０百万円を予想しております。 

 

（２）財政状態に関する分析 

   ①資産、負債及び純資産の状況 

  （資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、７億４８百万円増加し、７６億８２百万円となりました。

これは、主として受取手形及び売掛金が５億９４百万円増加し、電子記録債権が１億３５百万円発生し

たことによるものであります。 

    固定資産は、前連結会計年度末に比べて、６百万円増加し、６億４６百万円となりました。 

    この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、７億５５百万円増加し、８３億２８百万円となり

ました。 

  （負債） 

    流動負債は、前連結会計年度末に比べて、７億２８百万円増加し、６２億８３百万円となりました。 

これは、主として支払手形及び買掛金が５億９６百万円、短期借入金が８７百万円増加したことによる

ものであります。 

    固定負債は、前連結会計年度末に比べて１百万円増加し、２億９９百万円となりました。 

    この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、７億３０百万円増加し、６５億８３百万円とな

りました。 

  （純資産） 

    純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、２５百万円増加し、１７億４４百万円となりました。 

これは、主として当期純利益３５百万円によるものであります。 
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②キャッシュ･フローの状況 

    当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、１１億８０百万円とな

り前連結会計年度末より５３百万円増加いたしました。 

    各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ･フロー） 

    当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は１０百万円となりました。主な増加要因は、 

仕入債務の増加であり、主な減少要因は、売上債権の増加によるものであります。 

  （投資活動によるキャッシュ･フロー） 

    当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は１４百万円となりました。これは主に、 

投資有価証券の取得による支出によるものであります。 

  （財務活動によるキャッシュ･フロー） 

    当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は６８百万円となりました。これは主に、 

短期借入金の増加によるものであります。 

   なお、当社グループのキャッシュ･フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 ９４期 ９５期 ９６期 ９７期 

 平成２１年 

３月期 

平成２２年 

３月期 

平成２３年 

３月期 

平成２４年 

３月期 

自己資本比率（％） １８.０ ２０.７ ２１.９ ２０.１

時価ベースの 

自己資本比率（％） 
８.７ ９.２ ８.２ ７.２

キャッシュ・フロー 

対有利子負債比率 ４.６ ８.５

 

１３.１ ２４２.６７

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ（倍） 
１１.９ ８.７ ６.３ ０.３

（注）１．自己資本比率:自己資本／総資産 

      ２．時価ベースの自己資本比率:株式時価総額／総資産 

      ３．キャッシュ・フロー対有利子負債比率:有利子負債／営業キャッシュ･フロー 

４．インタレスト・カバレッジ・レシオ: 営業キャッシュ･フロー／利払い 

 

（補足）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

３．営業キャッシュ･フローは連結キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･フロ

ーを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を

支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ･

フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は創業以来利益確保に努め、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして   

認識しております。配当につきましては、各決算期の経営成績並びに今後の事業展開を考慮し、安定し

た配当を維持・継続しつつ、株主の皆様に還元していくことを基本方針としております。 

    また、内部留保金につきましては、企業体質の強化及び事業拡大の原資として活用し、これがひいて

は将来、安定的配当に寄与していくものと考えております。 

    当期の配当は、期末につきまして１株当たり５.０円とし、年間で５.０円を予定しております。 

    次期の配当は、期末につきまして１株当たり５.０円とし、年間で５.０円を予想しております。 
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（４）事業等のリスク 
    当社グループの業績は、今後起こりうる様々な要因により大きな影響を受ける可能性があります。 

以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を

記載しております。 
    なお、業績に影響を与える要因は、これらに限定されるものではありません。また、これらの事項は、

期末日現在において判断したものであります。 
   

①事業環境が変化するリスク 
    当社グループは、国内のほか、アジア地域で事業活動を展開しているため、日本の一般景気動向のみ

ならず、アジアの経済状況の影響も受ける可能性があります。従って、日本を含む当社グループの事業

展開上重要な地域における経済情勢や消費者動向の変動等が当社グループの業績及び財政状態に悪影

響を与える可能性があります。 
 
  ②取引先の信用リスク 
    当社グループは、取引先に対し、売掛債権、前渡金、その他の形で信用供与を行っており、信用リス

クを負っております。これら取引先、契約相手先が、支払不能、契約不履行等に陥る場合、当社グルー

プの事業及び財政状態が悪影響を受ける可能性があります。当社グループでは、取引先の与信審査の徹

底や担保・保証等の取得に係るリスク管理に努めており、また、上記の信用リスクが顕在化した場合に

備えるため、貸倒引当金を設定しております。しかしながら、こうした管理によりリスクを十分に回避

できる保証はありません。また、当社グループの見積りや評価が正しいとは限らなかった場合や経済状

況の悪化、その他の予期せぬ要因により、当社事業が大きな影響を受ける可能性があります。 
 
  ③為替相場変動のリスク 
    当社グループは、海外子会社を中心に輸出及び輸入を行っていることから、為替相場の変動は当社グ

ループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。当社グループでは、為替相場の変動リスクを軽減

するための施策を実行しておりますが、為替相場の変動による経営成績への影響を完全に回避できる可

能性はありません。 
 

④大規模災害のリスク 
当社グループにおける取り扱い商品供給者の拠点に、万一、大規模災害が発生した場合、取り扱い商   

品の調達等に支障が生じる恐れがあり、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
 

  ⑤取扱商品及びそれらの原材料価格の変動について 
    当社グループの取り扱っている商品やそれらの原材料の価格が変動した場合、競合他社との価格競争   

力の維持が困難になり、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

  当社グループは、当社及び子会社７社で構成され、各種絶縁材料･電子部品･鉄鋼及び電線等の販売を主た

る事業としております。 
金属事業 

  当事業においては、表面処理鋼板、薄板、電磁鋼板、ブリキ、ステンレス、磨帯鋼等を販売しております。 

電線事業 

  当事業においては、加工付電線、電子機器用電線、巻線、メッキ線、ゴム製品、絶縁線、裸線等を販売し

ております。 

化成品事業 

  当事業においては、銅張積層板、合成樹脂、絶縁材料、フィルム、半導体、電子部品等を販売しておりま

す。 

海外 

海外子会社において上記事業の取扱商品を販売しております。 

 
事業の系統図は、次のとおりであります。 
 

 
得        意        先 

 
 

 
 

海    外 
   

主要株主 
  

主要株主 

三国（国際）有限公司 
三国（上海）電器件有限公司 
三国永業（天津）国際貿易有限公司 
Mikuni Asia Pacific Pte.Ltd. 
三国貿易（深圳）有限公司 
MIKUNI SHOJI MALAYSIA SDN.BHD. 
MIKUNI SHOJI(THAILAND)CO.,LTD. 

日立電線（株） 日立化成工業（株）

 

 
 

当   社 
 

 
金 属 事 業

 
 

電 線 事 業

 
 

化 成 品 事 業

 
 
（注）        は商品販売の流れ、      は商品仕入の流れであります。 
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３．経営方針 

（１）経営の基本方針 

   当社グループは、電機･電子機器関連材料を扱う商社として、“いつでもお役に立てる三国商事”を合言

葉に、「顧客第一主義」を基本方針として、①収集した情報の有効活用、②新商品の紹介等提案型営業に

徹すること、③流通や各種サービスの充実、④海外営業拠点の拡充等を通じて当社業務の付加価値を高め、

作り手側と使い手側双方から真に有効であると認められ信頼される商社を目指して、業容の拡大、発展を

図ることを目標としております。 

  

（２）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 

当社グループの主要取引先である電機･電子関連業界を中心に、生産拠点の海外移管が続き国内   

生産能力の縮小や現地調達率の拡大等から、国内需要は引き続き低速し厳しい状況が続くものと思   

われます。 

   このような状況下で当社グループは、海外営業拠点（香港･上海･天津・深圳・シンガポール・タイ）の

拡充に一層注力して国内の空洞化に対処し、パソコンや携帯電話機等の情報通信分野向け材料の取扱いを

増加させることに重点的に取り組むと共に、既に取得いたしております「ＩＳО１４００１」による環境

保全活動及び環境負荷の少ない製品等の仕入･販売の推進及び商社の重要な財産の一つであります「人材

の育成」をさらに徹底し、エレクトロニクス分野に強い専門商社を目指したいと考えております。 

 

（３）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社はコーポレート・ガバナンスの重要性を十分認識し、経営の透明性や公正性の向上に努めるととも

に、迅速かつ効率的な意思決定を行うことができる経営管理体制を構築すべく取り組んでおります。 

取締役会は月１回以上開催し、経営に関する方針・計画及び業務執行に関する重要事項を決定するとと

もに、毎月の業績状況等についても執行管理を行っております。 

監査役につきましては、監査役２名を社外から迎えており、監査役の経営監督機能の充実に努めており

ます。監査役は、取締役会等重要な会議に出席し、取締役の職務執行を十分監査できる体制になっており

ます。また、当社は新日本有限責任監査法人と会計監査契約を締結して財務諸表の信頼性を確認し、経営

の透明性を確保しております。 
 
（４）反社会的勢力との関係排除への仕組みとその運用状況 
 ①反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 
  当社は、平成 22 年 3 月に｢三国商事行動規範｣を制定し、社員全員に周知しており、その中で、反社会的

勢力には毅然として対応し、一切関係を持たないことを定めております。 
 ②反社会的勢力排除に向けた整備状況 
  反社会的勢力の排除については、担当部署を総務部と定めて、弁護士や警察などの外部専門機関と連携を

図り、具体的な対応を行う体制としております。また、これらの外部専門機関から反社会的勢力に関する情

報の収集を行い、その情報は、適宜、関連部署に伝達し周知を図っております。 
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４．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 

                                         （単位：千円） 

         期 別 

 

科 目 

 

前連結会計年度（Ａ） 
（平成２３年３月３１日現在）

 

当連結会計年度（Ｂ） 
（平成２４年３月３１日現在） 

 

比 較 増 減 

（Ｂ）－（Ａ） 

〔 資 産 の 部 〕         

流 動 資 産 

     

６,９３３,６９４

  

７,６８２,３２６ 

  

７４８,６３１

  現 金 及 び 預 金  

  受取手形及び売掛金 

電 子 記 録 債 権  

  た な 卸 資 産  

  繰 延 税 金 資 産  

未 収 還 付 法 人 税 等 

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金  

１,１２７,３３５

４,７３９,２７１

―

７２４,０００

５９,０５１

１,００６

３７８,３２８

△ ９５,２９９

１,１８０,４８０ 

５,３３３,４４９ 

１３５,３１７ 

８１４,８２６ 

４６,０５６ 

４３６ 

２０１,９７９ 

△ ３０,２１９ 

  ５３,１４５

５９４,１７７

１３５,３１７

９０,８２５

 △ １２,９９４

△ ５６９

△ １７６,３４９

６５,０７９

固 定 資 産 ６３９,２１０ ６４６,０５０    ６,８３９

 有 形 固 定 資 産  ３６１,３８５ ３４６,５７９  △ １４,８０６

無 形 固 定 資 産  ３,６４０ ３,５７９ △ ６１

 投 資 そ の 他 の 資 産 ２７４,１８４ ２９５,８９１ ２１,７０７

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

３２０,３１０

△ ４６,１２６

３４１,８９１ 

△ ４６,０００ 

  ２１,５８１

   １２５

資 産 合 計 ７,５７２,９０５ ８,３２８,３７６ ７５５,４７１

〔 負 債 の 部 〕         

流 動 負 債 

 

５,５５４,７８９

 

６,２８３,７５１ 

 

７２８,９６１

  支払手形及び買掛金 

  短 期 借 入 金  

  未 払 法 人 税 等  

役 員 賞 与 引 当 金  

  そ の 他 

２,９２８,８８５

２,４９３,１３３

１４,８２３

６,０００

１１１,９４７

３,５２５,８８３ 

２,５８０,６２９ 

２６,４１８ 

９,０００ 

１４１,８１９ 

５９６,９９８

８７,４９５

１１,５９５

３,０００

２９,８７２

固 定 負 債 ２９８,４７２ ２９９,８５８  １,３８６

  長 期 借 入 金 

 退 職 給 付 引 当 金 

  役員退職慰労引当金 

繰 延 税 金 負 債 

８３,９０９

１２０,４１８

６０,０２０

３４,１２４

７８,７６１ 

１１２,９９３ 

７２,１７０ 

３５,９３３ 

△ ５,１４８

△ ７,４２４

   １２,１５０

１,８０９

負 債 合 計 ５,８５３,２６１ ６,５８３,６０９ ７３０,３４７

〔 純資産の部 〕 
株 主 資 本 １,７０３,４９５

 

１,７０９,２５６ ５,７６０

資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
自 己 株 式 

３５０,０００

１,３３３

１,３５５,０６０

△ ２,８９８

３５０,０００ 

１,３３３ 
１,３６０,８９０ 

△ ２,９６８ 

―

―

５,８３０

△ ６９

その他の包括利益累計額 △ ４７,２６６  △ ３４,６５６  １２,６１０

その他有価証券評価差額金 
為 替 換 算 調 整 勘 定 

 ４,５０３

△ ５１,７７０

 ２４,２４２ 

 △ ５８,８９８ 

１９,７３８

 △ ７,１２８

少 数 株 主 持 分 ６３,４１４ ７０,１６７ ６,７５３

純 資 産 合 計 １,７１９,６４３ １,７４４,７６７ ２５,１２３

負 債 ・ 純 資 産 合 計 ７,５７２,９０５ ８,３２８,３７６ ７５５,４７１
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（２）連結損益計算書 

                                         （単位：千円） 

          期 別 

 

 

 科 目 

前連結会計年度（Ａ） 
自 平  成  ２２ 年 ４ 月  １日 

（                  ） 

至    平  成  ２３ 年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度（Ｂ） 
自 平  成  ２３ 年 ４ 月  １日 

（                  ） 

至    平  成  ２４ 年 ３ 月 ３１日 

 
Ｂ ／ Ａ 
（ ％ ） 

 

売 上 高           

売 上 原 価           

２３,１３４,９４０

２１,４２５,６９０

２２,７２２,３１９ 

２１,０５４,６３８ 

９８

９８

 売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

１,７０９,２５０

１,６４５,９１４

１,６６７,６８０ 

１,６３３,７０１ 

９８

９９

 営 業 利 益 

営 業 外 収 益           

 受 取 利 息 

 受 取 配 当 金 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 

        雑 収 入 

営 業 外 費 用           

支 払 利 息 

為 替 差 損 

手 形 売 却 損 

雑 損 失 

６３,３３５

５５,８３５

３９,４２２

７,３１６

―

９,０９６

１０２,４４０

３１,５２５

５５,２５４

１０,０７８

５,５８２

３３,９７９ 

１１３,３６９ 

３４,５３９ 

４,７３１ 

６５,１４０ 

８,９５８ 

５２,０８７ 

３２,１２０ 

２,００２ 

８,９５１ 

９,０１２ 

５４

２０３

８８

６５

―

９８

５１

１０２

４

８９

１６１

経 常 利 益 

特 別 利 益           

投資有価証券売却益 

特 別 損 失           

投資有価証券評価損 

ゴルフ会員権評価損 

１６,７３０

１２７,９３３

１２７,９３３

  １,９７４

―

１,９７４

９５,２６１ 

― 

― 

１０,８４５ 

１０,８４５ 

― 

５６９

―

―

５４９

―

―

税金等調整前当期純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等の更正、決定等に 

よる納付税額又は還付税額 

法 人 税 等 調 整 額 

１４２,６８８

２５,０８１

 

―

８,３５７

８４,４１５ 

１９,３６２ 

  

３,１７９ 

１５,３１５ 

５９

７７

―

１８３

少数株主損益調整前当期純利益 

少 数 株 主 利 益 

１０９,２４９

４,３１７

４６,５５７ 

１０,８１９ 

４３

２５１

当 期 純 利 益 １０４,９３１ ３５,７３７ ３４
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（３）連結包括利益計算書 

                                         （単位：千円） 

          期 別 

 

 

 科 目 

前連結会計年度（Ａ） 
自 平  成  ２２ 年 ４ 月  １日 

（                  ） 

至    平  成  ２３ 年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度（Ｂ） 
自 平  成  ２３ 年 ４ 月  １日 

（                  ） 

至    平  成  ２４ 年 ３ 月 ３１日 

 
Ｂ ／ Ａ
（ ％ ）

 

少数株主損益調整前当期純利益 

そ の 他 の 包 括 利 益 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

１０９,２４９

△１３,０２９

△５１,４１９

４６,５５７

１９,７３８

△８,７９５

４３

―

―

そ の 他 の 包 括 利 益 合 計 △６４,４４９ ※ １０,９４２ ―

包 括 利 益 ４４,７９９ ５７,５００ １２８

（内訳） 
親会社株主に係る包括利益 

少 数 株 主 に 係 る 包 括 利 益 

 
４５,３６７

△５６８

４８,３４７

９,１５２

１０７

―

 
（４）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（自 平成２２年４月１日 至 平成２３年３月３１日） 

（単位：千円） 

 株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 300,000 1,333 1,303,227 △2,822 1,601,678

当期変動額 

 剰余金の配当 

  剰余金の資本金組み入れ 

 当期純利益 

新規連結に伴う利益剰余金

の増加 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額） 

 

 

50,000

 

 

  

△29,908

△50,000

104,931

26,809

 

 

 

 

 

 

△15 

 

 

△29,908

―

104,931

26,809

△15

当期変動額合計 50,000 ― 51,833 △15 101,817

当期末残高 350,000 1,333 1,355,060 △2,898 1,703,495

 

 その他の包括利益累計額 
少数株主 

持分 
純資産合計 その他有価証券

評価差額金 

為替換算調整 

勘定 

その他の包括 

利益累計額合計

当期首残高 17,533 △5,235 12,297 74,032 1,688,008

当期変動額 

 剰余金の配当 

  剰余金の資本金組み入れ 

 当期純利益 

新規連結に伴う利益剰余金

の増加 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額） 

 

△13,029

 

 

 

 

 

△46,534

 

△59,564

 

 

 

 

 

 

 

 

△10,618 

 

△29,908

―

104,931

26,809

△15

△70,182

当期変動額合計 △13,029 △46,534 △59,564 △10,618 31,634

当期末残高 4,503 △51,770 △47,266 63,414 1,719,643
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当連結会計年度（自 平成２３年４月１日 至 平成２４年３月３１日） 

（単位：千円） 

 株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 350,000 1,333 1,355,060 △2,898 1,703,495

当期変動額 

 剰余金の配当 

 当期純利益 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額） 

△29,907

35,737

 

 

 

 

△69 

 

  

△29,907

35,737

△69

当期変動額合計 ― ― 5,830 △69 5,760

当期末残高 350,000 1,333 1,360,890 △2,968 1,709,256

 

 その他の包括利益累計額 
少数株主 

持分 
純資産合計 その他有価証券

評価差額金 

為替換算調整 

勘定 

その他の包括 

利益累計額合計

当期首残高 4,503 △51,770 △47,266 63,414 1,719,643

当期変動額 

 剰余金の配当 

 当期純利益 

自己株式の取得 

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額） 19,738 △7,128 12,610

 

 

 

 

 

6,753 

△29,907

35,737

△69

19,363

当期変動額合計 19,738 △7,128 12,610 6,753 25,123

当期末残高 24,242 △58,898 △34,656 70,167 1,744,767
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（５）連結キャッシュ･フロー計算書 

                                         （単位：千円） 

                期 別 

 

 

 科 目 

前連結会計年度 

自 平  成  ２２ 年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２３ 年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度 

自 平  成  ２３  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２４  年 ３ 月 ３１日 

(１)営業活動によるキャッシュ･フロー 

税金等調整前当期純利益 

減価償却費 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 

受取利息及び受取配当金 

支払利息 

投資有価証券売却損益（△は益）
 投資有価証券評価損 

ゴルフ会員権評価損 
売上債権の増減額(△は増加) 

たな卸資産の増減額(△は増加) 

仕入債務の増減額(△は減少) 

その他
 

小    計 

利息及び配当金の受取額 

利息の支払額 

法人税等の支払額 

法人税等の還付額 

営業活動によるキャッシュ･フロー 

 

(２)投資活動によるキャッシュ･フロー 

有形固定資産の取得による支出 

投資有価証券の取得による支出 

投資有価証券の売却による収入 

貸付金の回収による収入 

ゴルフ会員権の取得による支出 

その他 

投資活動によるキャッシュ･フロー 

 

(３)財務活動によるキャッシュ･フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少） 

長期借入れによる収入 

長期借入金の返済による支出 

配当金の支払額 

自己株式の取得による支出 

少数株主への配当金の支払額 
少数株主からの払込による収入 
財務活動によるキャッシュ･フロー 

 

(４)現金及び現金同等物に係る換算差額 

(５)現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 

(６)現金及び現金同等物の期首残高 

(７)現金及び現金同等物の期末残高 

 

１４２,６８８ 

１６,９７３ 

△７,６９１ 

１,０００ 

１４,０８０ 

１３,８３７ 

△４６,７３８ 

３１,５２５ 

△１２７,９３３ 

― 

１,９７４ 

３７３,１０２ 

△２４,０９９ 

△１５５,６５５ 

△３３,１６０ 

 

８４,４１５

１２,５９２

△７,１３４

３,０００

１２,１５０

△６５,１４０

△３９,２７０

３２,１２０

―

１０,８４５

―

△７５２,６０６

△９６,２８１

６１５,９３８

２０３,８９１

１９９,９０４ 

４６,５７４ 

△３１,２０７ 

△１９,２７５ 

― 

１４,５２１

３９,０７２

△３２,１９７

△１１,４４３

１,００６

１９５,９９５ 

 

 

 △２,００４ 

△９,３８９ 

１７６,１００ 

１,１８２ 

△４,２４９ 

１,７７４ 

１０,９５９

 

△１,５３１

△９,７３８

―

８５９

―

△３,６８４

１６３,４１３ 

 

 

△８６,６３１ 

８７,４１９ 

― 

△２９,３９４ 

△１５ 

△１０,０５０ 

― 

△１４,０９５

１０４,０９０

―

△４,０３８

△２９,４１３

△６９

△１０,５０２

８,１０３

△３８,６７２ 

 

△３７,８５７ 

６８,１６８

△１１,８８７

２８２,８７９ 

８４４,４５６ 

５３,１４５

１,１２７,３３５

１,１２７,３３５ １,１８０,４８０

 



 １３

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 １．連結の範囲に関する事項 

    連結子会社 ７社 

    三国（国際）有限公司、三国（上海）電器件有限公司、三国永業（天津）国際貿易有限公司、Mikuni 

Asia Pacific Pte.Ltd.、三国貿易（深圳）有限公司、MIKUNI SHOJI MALAYSIA SDN.BHD.、      
MIKUNI SHOJI(THAILAND)CO.,LTD. 
MIKUNI SHOJI MALAYSIA SDN.BHD.は平成 23 年 1 月に解散を決議し、現在清算手続中であります。 

 ２．持分法の適用に関する事項 

   持分法適用会社は、ありません。 
 ３．連結子会社の決算日等に関する事項 

   三国（国際）有限公司、三国（上海）電器件有限公司、三国永業（天津）国際貿易有限公司、Mikuni 

Asia Pacific Pte.Ltd.、三国貿易（深圳）有限公司、MIKUNI SHOJI MALAYSIA SDN.BHD.、   

MIKUNI SHOJI(THAILAND)CO.,LTD.の決算日は、１２月３１日であります。 

   連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 ４．会計処理基準に関する事項 

   （1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

 その他有価証券 

        時価のあるもの……………決算末日の市場価格等に基づく時価法 

         （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

        時価のないもの……………移動平均法に基づく原価法 

     ②たな卸資産……………主として総平均法に基づく原価法 

                （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

          ③デリバティブ…………時価法 

   （2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

     ①有形固定資産 

       当社は定率法に、また、在外連結子会社は定額法によっております。 

ただし、当社は平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、

定額法によっております。 

     ②無形固定資産 

     定額法によっております。 

     なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（主として 

５年）に基づく定額法によっております。 

    （3）重要な引当金の計上基準 

     ①貸倒引当金 

        債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

        a 一般債権 

                  貸倒実績率によっております。 

        b 貸倒懸念債権及び破産更生債権等 

          個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 



 １４

      ②役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

      ③退職給付引当金 

        従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産 

        の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上して 

        おります。 

        過去勤務債務は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法によ

り費用処理しております。 

        なお、数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）に 

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと 

しております。 

④役員退職慰労引当金 

        役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

    （4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

       外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし 

       て処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により 

       円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部 

       における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。 

   （5）連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

       手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 

     （6）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

      消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

会計処理の変更 

前連結会計年度 
自 平  成  ２２  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２３  年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度 
自 平  成  ２３  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２４  年 ３ 月 ３１日 

（資産除去債務に関する会計基準等） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計

基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20 年３月 31 日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31

日）を適用しております。 

なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益に与える影響はありません。 

― 

 
 
 
 
 
 
 
 



 １５

表示方法の変更 

前連結会計年度 
自 平  成  ２２  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２３  年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度 
自 平  成  ２３  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２４  年 ３ 月 ３１日 

（連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基

準第 22 号 平成 20 年 12 月 26 日）に基づき財務諸表

等規則等の一部を改正する内閣府令（平成 21 年 3 月

24 日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当連結会計年

度では、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目を

表示しております。 

― 

 
 
追加情報 

前連結会計年度 
自 平  成  ２２  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２３  年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度 
自 平  成  ２３  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２４  年 ３ 月 ３１日 

（包括利益の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）

を適用しております。ただし、「その他の包括利益累

計額」及び｢その他の包括利益累計額合計｣の前連結会

計年度の金額は、｢評価・換算差額等｣及び｢評価・換

算差額等合計｣の金額を記載しております。 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準） 

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変

更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第 24 号

平成 21 年 12 月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第 24 号 平成 21 年 12 月４日）を適用してお

ります。 

 
 
注 記 事 項 

（連結貸借対照表関係）                              （単位：千円） 

項  目 
前連結会計年度 

（平成２３年３月３１日現在） 

当連結会計年度 

（平成２４年３月３１日現在） 

１.有形固定資産の減価償却累計額 

２.担保資産 

３.受取手形裏書譲渡高 

４.手形債権譲渡高 

５.期末日満期手形の処理 

３７１,８６９

６４,８００

７,３０４

１,４３５,９４３

３８０,３５０

６２,２８３

５,５９９

１,１０５,５４１

当連結会計年度末日は金融機関の

休日でありますが、満期日に決済が

行われたものとして処理しており

ます。 

当連結会計年度末日満期手形は次

のとおりであります。 

受取手形         ６,１２２

手形債権譲渡高    ２５３,８９６

支払手形        ６８,３８６

 

 

 

 

 

 

 

 



 １６

（連結損益計算書関係）                                                    （単位：千円） 

項  目 

前連結会計年度 

自 平成２２年４月 １日 

（            ） 

至 平成２３年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成２３年４月 １日 

（            ） 

至 平成２４年３月３１日 

１．販売費及び一般管理費の

うち主要な項目及び金額 

荷造運賃 

従業員給料手当 

賞与 

役員賞与引当金繰入額 

退職給付費用 

役員退職慰労引当金繰入額 

貸倒引当金繰入額 

 

２．収益性の低下による簿価

切下額 

 

 

１７５,３９９

６３５,５３３

１１８,５００

６,０００

 ３７,４１４

 １５,４８０

１３,８３７

 

売上原価       △２,８４１

 

 

１７０,８９０

６３４,１５２

１２９,３６２

９,０００

３３,９１８

１６,０００

―

売上原価        ４,９９１

 

（連結包括利益計算書関係） 

 当連結会計年度（自 平成２３年４月１日 至 平成２４年３月３１日） 

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額（単位：千円） 

 その他有価証券評価差額金 

  当期発生額              ８,８０３ 

  組替調整額             １０,８４５ 

   税効果調整前           １９,６４９ 

   税効果額                                 ８９ 

   その他有価証券評価差額金     １９,７３８ 

 為替換算調整勘定 

  当期発生額             △８,７９５ 

    その他の包括利益合計      １０,９４２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １７

（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成２２年４月１日 至 平成２３年３月３１日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 6,000,000 ― ― 6,000,000

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 18,385 133 ― 18,518

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成 22年 6月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 29,908 5.00 平成 22年 3月 31日 平成 22年 6月 30日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議（予定） 
株式の 

種類 
配当の原資 

配当金の 

総額（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成 23年 6月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 29,907 5.00 平成 23年 3月 31日 平成 23年 6月 30日

 

当連結会計年度（自 平成２３年４月１日 至 平成２４年３月３１日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 6,000,000 ― ― 6,000,000

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 18,518 666 ― 19,184

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成 23年 6月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 29,907 5.00 平成 23年 3月 31日 平成 23年 6月 30日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議（予定） 
株式の 

種類 
配当の原資 

配当金の 

総額（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成 24年 6月 28 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 29,904 5.00 平成 24年 3月 31日 平成 24年 6月 29日

 

 

 

 



 １８

（連結キャッシュ･フロー計算書関係） 

前連結会計年度 

自 平成２２年４月 １日 

（            ） 

至 平成２３年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成２３年４月 １日 

（            ） 

至 平成２４年３月３１日 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定      １,１２７,３３５千円

現金及び現金同等物     １,１２７,３３５千円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定      １,１８０,４８０千円

現金及び現金同等物     １,１８０,４８０千円

 

 

（セグメント情報） 

（1）報告セグメントの概要 

  当社の報告セグメントは、当社及び当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取

締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

  当社は取扱商品別の事業部を国内に置き、各事業部は、取り扱う商品の販売について国内及び海外の包括的な

戦略を立案し、事業活動を展開しております。また、海外においては現地子会社が主体となって海外での商品販

売活動を行っております。 

  従って、当社グループは、当社（国内）における事業部を基礎とした取扱商品別のセグメントと、海外子会社

を基礎とした海外での商品販売を行うセグメントから構成されており、「金属事業」「電線事業」「化成品事業」

「海外」の４つを報告セグメントとしております。 

  「金属事業」は表面処理鋼板、薄板、電磁鋼板、ブリキ、ステンレス、磨帯鋼等の販売を行っております。「電

線事業」は加工付電線、電子機器用電線、巻線、メッキ線、ゴム製品、絶縁線、裸線等の販売を行っております。

「化成品事業」は銅張積層板、合成樹脂、絶縁材料、フィルム、半導体、電子部品等の販売を行っております。

「海外」は各事業の取扱商品の販売を行っております。 

 

（2）報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成２２年４月１日 至 平成２３年３月３１日） 

（単位：千円） 

 報告セグメント 

調整額 

(注)1 

連結財務諸

表計上額 

(注)2 

日 本 

海 外 計 金属 

事業 

電線 

事業 

化成品

事業 

売上高 

 外部顧客への売上高 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

 

4,946,304 

 

612,604 

5,845,166

378,277

5,936,372

546,264

6,407,097

580,157

 

23,134,940 

 

2,117,304 

―

△2,117,304

23,134,940

―

計 5,558,909 6,223,443 6,482,637 6,987,254 25,252,244 △2,117,304 23,134,940

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 

 

34,530 △46,518 △4,378 71,563

 

55,196 8,139 63,335

セグメント資産 1,345,345 1,435,071 1,574,352 2,155,030 6,509,800 1,063,104 7,572,905

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額 8,139 千円には、セグメント間振替高△2,577 千円、

各報告セグメントに配分していない全社費用 10,716 千円が含まれております。 

     また、セグメント資産の調整額 1,063,104 千円には、セグメント間振替高△665,198 千円、各報告セグ

メントに配分していない全社資産 1,728,303 千円が含まれております。 

   ２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 



 １９

  当連結会計年度（自 平成２３年４月１日 至 平成２４年３月３１日） 

（単位：千円） 

 報告セグメント 

調整額 

(注)1 

連結財務諸

表計上額 

(注)2 

日 本 

海 外 計 金属 

事業 

電線 

事業 

化成品

事業 

売上高 

 外部顧客への売上高 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

 

4,626,416 

 

312,126 

6,528,893

285,120

6,051,859

452,951

5,515,150

1,097,938

 

22,722,319 

 

2,148,137 

―

△2,148,137

22,722,319

―

計 4,938,542 6,814,013 6,504,811 6,613,089 24,870,456 △2,148,137 22,722,319

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 

 

△39,818 △18,203 61,902 21,267

 

25,147 8,831 33,979

セグメント資産 1,265,034 2,098,320 1,931,093 2,070,306 7,364,755 963,621 8,328,376

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額 8,831 千円には、セグメント間振替高 4,246 千円、

各報告セグメントに配分していない全社費用 4,585 千円が含まれております。 

     また、セグメント資産の調整額 963,621 千円には、セグメント間振替高△611,661 千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社資産 1,575,283 千円が含まれております。 

   ２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

（１株当たり情報） 

 

前連結会計年度 

自 平成２２年４月 １日 

（            ） 

至 平成２３年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成２３年４月 １日 

（            ） 

至 平成２４年３月３１日 

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

２７６ 円８９ 銭

１７ 円５４ 銭

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

２８０ 円００ 銭

５ 円９７ 銭

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

 

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前連結会計年度 

自 平成２２年４月 １日 

（            ） 

至 平成２３年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成２３年４月 １日 

（            ） 

至 平成２４年３月３１日 

当期純利益（千円） 

普通株主に帰属しない金額（千円） 

普通株式に係る当期純利益（千円） 

普通株式の期中平均株式数（株） 

１０４,９３１

―

１０４,９３１

５,９８１,５２６

３５,７３７

―

３５,７３７

５,９８１,２０５

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

 

（開示の省略） 

リース取引関係、金融商品関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係、退職給付関係、税効果会計関係、関

連当事者情報に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示

を省略しております。 

 

 


